
日本生命科学アカデミーシンポジウム
『日本学術会議は何やっているの？ －第二部（生命科学）の活動について－』 

【主 催】 日本生命科学アカデミー 

【開催場所】 インテリジェントロビー・ルコ 会議室

〒162-0824 東京都新宿区揚場町 2-1 軽子坂 MN ビル１階 

JR 飯田橋駅徒歩３分、地下鉄飯田橋駅 B4b 出口 徒歩 1 分 

【開催日時】 2017 年 10 月 10 日（火） 14:00～16：45 

【懇親会】 シンポジウム終了後 （17:00 頃よりインテリジェントロビー・ルコ ラウンジにて）

【参加費】 無料 （シンポジウム・懇親会ともに） 

【講演会スケジュール】 （講演時間：35 分、質問時間：10 分） 

13:30 受付開始 

14:00～14:15 主催者挨拶 『開催趣旨と日本生命科学アカデミーの紹介』 

14:15～15:00 長野 哲雄 

日本生命科学アカデミー会長 
日本学術会議第 23 期第二部部長 
東京大学名誉教授 

『日本学術会議の紹介と第二部の活動概要など』 

15:00～15:45 石川 冬木 

日本学術会議第 23 期第二部幹事 
日本学術会議第 23 期課題別委員会「医学・医療領域におけるゲノム 

編集技術のあり方検討委員会」副委員長 
京都大学大学院生命科学研究科教授 

『ゲノム編集の光と陰』 

15:45～16:00 休 憩 

16:00～16:45 大政 謙次 

日本学術会議第 23 期第二部副部長 
東京大学名誉教授 

『持続可能な都市農業の実現に向けて： 

農業の多様な機能と施設農業・スマート農業との共存』 

◇お申込み方法：事前申し込み制

定員５０名

申し込み締め切り 10 月 5 日(木）正午

下記からお申込みください

http://j.mp/2tXIUpC

◇問合せ先

日本生命科学アカデミーシンポジウム

運営事務局

ja-ls-sympo@sainome.jp 

http://j.mp/2tXIUpC
mailto:ja-ls-sympo@sainome.jp


（主催者挨拶） 

開催趣旨と日本生命科学アカデミーの紹介 

日本生命科学アカデミーは日本学術会議第二部の活動を多方面から支援する組織として

昭和 62年に設立されました。日本生命科学アカデミーの旧称は日本医歯薬アカデミーでし

たが、これは日本学術会議が平成 17年まで七部体制であったことによるもので、同年 10

月に三部体制へ移行した後は、主として生命科学を研究領域とする第二部の学術活動の支

援を主要業務としてきました。平成 29年に 30周年を迎え、これを機に組織の名称を実際

に合わせて日本生命科学アカデミーと改称いたしました。 

30周年を迎え、活動を更に活性化させるため、会員および賛助会員の増強運動、ロゴマ

ークおよびホームページの新設＜http://www.ja-ls.jp/＞（下図）、News Letterの刊行な

どを企画し、これらを着実に実行することで飛躍的に発展してきました。今回、さらに一

般国民にも日本学術会議の活動を周知することを目的に、第 1回シンポジウムを開催する

運びとなった次第です。演者には第 23期で役員を務めた先生方（いずれも本アカデミー会

員）にお願いしており、それぞれの分野で現在話題のトピックスを紹介頂きます。 

会長として、今後とも日本生命科学アカデミーの活動を一層活性化する所存でおります。

皆様方の本アカデミーに対する絶大なるご指導およびご支援を切にお願い申し上げる次第

です。 



日本学術会議の紹介と第二部の活動概要など 
 

      長野 哲雄 

日本生命科学アカデミー会長 

日本学術会議第 23期第二部部長 

東京大学名誉教授 

 

日本学術会議は、行政、産業及び国民生活に科学を反映、浸透させることを目的として、

昭和 24年（1949年）１月、内閣総理大臣の所轄の下、政府から独立して職務を行う「特別

の機関」として設立されました。職務は、以下の２つです。 

1．科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること。 

2．科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させること。 

日本学術会議は、我が国の人文・社会科学、生命科学、理学・工学の全分野の約 84万人

の科学者を内外に代表する機関であり、210人の会員と約 2000人の連携会員によって職務

が担われています。日本学術会議の役割は、主にⅠ政府に対する政策提言、Ⅱ国際的な活

動、Ⅲ科学者間ネットワークの構築、Ⅳ科学の役割について

の世論啓発です。 

日本学術会議には、総会、役員（会長と 3人の副会長）、

幹事会、3つの部、4つの機能別委員会（常置）、30の学術

分野別の委員会（常置）、課題別委員会（臨時）、地区会議、

若手アカデミー及び事務局が置かれています。  

日本学術会議（乃木坂） 

 
生命科学が関与する学術領域は第二部が担当してお

り、この領域は生命を理解する知を体系化し、その基盤

を構築すると共に、人類の福祉・社会の進歩に貢献する

ことを目的としています。第二部では、この学術活動に

対して大局的見地から社会的意義も念頭に置きつつ、第

一部/第三部とも連携を図り、科学者コミュニティのリ

ーダーとしての役割を果たすことを活動の基本方針と

しています。 
 

 
 
 
 
 

シンポジウムの一例： IT と創薬の融合 
近年、スーパーコンピューターの運用が開始され、複雑な計算を高精度

に行うアプリケーションが開発されるなど大きな進歩がみられており、創薬

研究における展開も期待されている。本シンポジウムでは、最新の IT、ビ

ッグデータを用いた薬物設計、抗体医薬、薬物動態や毒性など創薬プロ

セス全般における取り組み、生命現象の解明などについて、これからの

創薬に対するアプローチ、今後の方向性について議論することになる。 



 
第二部は、役員：部長、副部長、幹事（2 名）、拡大役員会は役員 4 名と生命科学系の副

会長で構成されており、会員は 70名。部会は 3回/年開催。第二部所属の分野別委員会は基

礎生物学、統合生物学、農学、食料科学、基礎医学、臨床医学、健康・生活科学、歯学、薬

学の 9分野あり、環境学委員会は融合分野として第三部と共同設置されています。また第二

部に関連する諸課題に対して的確かつ迅速に対応するために分科会を設置しています。現在、

第二部分野別委員会の下に 89分科会および分科会の下に 3小委員会が設置されており、各

組織でシンポジウム（一例を前ページに示す）、ワークショップを開催し、討議内容は最終

的に提言あるいは報告などの形でまとめられ、外部発信されます。 

  



ゲノム編集の光と陰 
 

石川 冬木 

日本学術会議第 23期第二部幹事 

日本学術会議第 23期課題別委員会「医学・医療領域におけ

るゲノム編集技術のあり方検討委員会」副委員長 

京都大学大学院生命科学研究科教授 

 

  近年、ゲノム編集と呼ばれる遺伝子改変技術が開発され、基礎・応用研究に幅広く利

用されています。従来法と比較してこの技術が画期的であるのは、以下の二点です。１）

さまざまな細胞種について標的とする遺伝子領域を正確かつ高効率に改変することが可能

であること。従来法は ES細胞などの特殊な細胞に限って行われていました。２）ゲノムプ

ロジェクトなどでゲノム配列の解読が終了している生物種（現在約 400 種の真核生物につ

いて完成しています）であれば、どのような生物にも応用が可能であること。従来は、ES

細胞が樹立されていない生物種では遺伝子改変は不可能でした。 

 これらの優れた性質から、ゲノム編集は基礎研究のみならず、さまざまな応用研究・臨

床研究においても利用されつつあります。たとえば、酵素などのタンパク質をコードする

遺伝子に遺伝的に異常があって症状をおこすヒト遺伝性疾患が約 5000種類知られています。

患者から採取した細胞の異常遺伝子をゲノム編集によって正常型に改変し、そのように得

られた正常機能をもつ患者細胞を患者に戻すことで症状の改善が期待できる場合がありま

す。また、細胞の入手が困難なために従来法では遺伝子改変が不可能であった場合でも、

ゲノム編集は遺伝子改変効率が高いことから、数少ない細胞であってもかなりの確率で正

常化した細胞を得ることができるでしょう。たとえば、遺伝性疾患患者の精子や卵あるい

は、その受精卵をゲノム編集によって正常化させ子孫の発症を予防することが考えられま

す。 

 一方、このように遺伝子改変技術の対象が拡大することで、さまざまな倫理的問題が持

ち上がっています。ゲノム編集技術といえども標的遺伝子以外の遺伝子に予期せぬ変異が

生じることが知られています（オフターゲット変異）。精子や卵、受精卵にゲノム編集を行

いオフターゲット変異が生じた場合には、その児およびその子孫には予期せぬ変異が遺伝

され続けることになります。その結果、重篤な症状が生じれば、遺伝性疾患を予防するつ

もりが、人類に新たな遺伝性疾患を作る結果になります。また、疾患の予防・治療目的で

はなく、親が子に欲しいと期待する形質（たとえば、高身長など）を実現するためのエン

ハンスメント目的でゲノム編集が生殖細胞に行われる可能性も否定できません。 



 2016 年に課題別

委員会として発足

しました日本学術

会議「医学・医療領

域におけるゲノム

編集技術のあり方

検討委員会」では、

ゲノム編集を臨床

応用することが、人

類福祉にどのよう

に貢献あるいは毀

損するかを検討し

ました。委員会は、

理系研究者のみな

らず、法学、社会学、

生命倫理学などの

文系研究者も含め

て構成され、できる

だけ多角的な観点

から検討を行うと

ともに、2017 年 4

月 30 日(日)には公

開シンポジウム「ヒ

ト受精卵や配偶子

のゲノム編集を考

える」を開催して

（図参照）、一般の

方々の考え方を伺う場を設けました。こうして１年以上にわたる検討の結果、ゲノム編集

をヒト生殖細胞や受精卵に行うことは現時点では控えるべきであるとの提言を発表しまし

た。 

 第 23期における本委員会は、このように慎重に審議を行うことで一定の結論を得ること

ができましたが、同時に、ゲノム編集の医学応用の功罪について、研究者および一般の方々

の問題意識がきわめて希薄であることを認識しました。今後、日本学術会議として生殖細

胞の遺伝子改変の功罪について引き続き検討する場を設定するよう期待しているところで

あります。 

 



持続可能な都市農業の実現に向けて： 

農業の多様な機能と施設農業・スマート農業との共存 
 

大政 謙次 

日本学術会議第 23期第二部副部長 

東京大学名誉教授 

 

 環境共生都市の実現への期待から、農業の持つ多様な機能が注目され、循環型社会構築

のための都市農業の重要性が再評価されている。こうした背景から、平成 27年４月に都市

農業振興基本法が制定され、都市農業振興における基本理念が提示された。第二部の農学

委員会農業生産環境分科会では、基本法の理念に立脚し、環境共生都市を目指した持続的

な都市農業振興を推進するために、現在の都市農業における課題を整理し、都市農業振興

に向けた施策や学術研究の方向性について検討した。特に、都市農業の持つ機能と持続性

の観点から、収益性に優れた施設農業を含めた多様な農業形態の共存について、報告を取

りまとめた。ここでは、この報告について簡単に紹介すると共に、最近注目されている、

ICTを利用したスマート農業についても紹介し、都市農業の多様な機能との共存について考

える。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 持続可能な都市農業の実現に向けた方策（参考文献１参照） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ スマート農業の概念図（参考文献６，７参照） 

―都市農業のもつ多様な機能とフード＆グリーンサプライチェーンの産業としての再構築 
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